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１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価基準及び評価方法  

　有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原
価は主として移動平均法により算定）により評価しております。
　満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動
平均法による原価法、その他有価証券については、原則として決算
日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法に
より算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められる
ものについては移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法
により処理しております。

３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法
　有形固定資産の減価償却は、当金庫の定める決算経理内規に基づ
き定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附
属設備を除く）については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりです。
　建　物 34年～50年
　その他 3年～20年

４．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法
　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。な
お、自社利用のソフトウェアについては庫内における利用可能期間
（5年）に基づいて償却しております。

５．リース資産の減価償却の方法
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」
及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数と
した定額法により償却しております。なお、残存価額については、
リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、
それ以外のものは零としております。
　なお、該当するリース資産は保有しておりません。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建の資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算
額を付しております。

７．貸倒引当金の計上基準
　貸倒引当金は、当金庫の資産査定規程及び決算経理規程に定める
償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当
金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別
委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当
する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間にお
ける各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお
ります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担
保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実
質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上して
おります。
　すべての債権は、当金庫の定める資産査定規程に則り、査定対象
資産の管理部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監
査部署が査定結果を監査しております。

８．賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対す
る賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してお
ります。

９．退職給付引当金の計上基準
　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計
上しております。
　また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年
度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によって
おります。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方
法は次のとおりです。
(1) 過去勤務費用
　  その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
     (7年）による定額法により損益処理を行っております。
(2) 数理計算上の差異
     各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年  
     数（7年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生年度 
     の翌事業年度から損益処理を行っております。

10．役員退職慰労引当金の計上基準
 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるた
め、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末ま
でに発生していると認められる額を計上しております。

11．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、
預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生
する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

12．消費税及び地方消費税
　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっております。

13．有形固定資産の減価償却累計額及び圧縮記帳額
　有形固定資産の減価償却累計額　7,357,904千円
　有形固定資産の圧縮記帳額　　　　259,795千円

14．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対す
　　る金銭債権総額　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　112,897千円
15．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対す
　　る金銭債務総額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 千円
16．リース取引

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、業務用車両等については
所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

17．破綻先債権額及び延滞債権額
　貸出金のうち、破綻先債権額は245,160千円、延滞債権額は
1,630,490千円です。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継
続していること、その他の事由により、元本又は利息の取立て又は
弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金
(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と
いう｡)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項
第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が
生じている貸出金です。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債
権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

18．３カ月以上延滞債権額
　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は186,229千円です。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払
日の翌日を起算日として３カ月以上延滞している貸出金で「破綻先
債権」及び「延滞債権」に該当しないものです。

19．貸出条件緩和債権額
　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建・支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄、その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、
「破綻先債権」､「延滞債権」及び「３カ月以上延滞債権」に該当
しないものです。

20．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及
　　び貸出条件緩和債権額の合計額

　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件
緩和債権額の合計額は、2,061,880千円です。
　なお、17.から20.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額
です。

21．担保に供している資産
　内国為替取引と当座貸越契約に係る担保として、労働金庫連合
会へ定期預け金40,592,300千円を差し入れております。
　担保資産に対応する債務
　　借用金　　　　9,000,000千円

22．出資1口当たりの純資産額 12,992円89銭
23．目的積立金

　目的積立金は特別積立金に含めて記載しております。

（第64期末貸借対照表の注記事項）財務諸表
貸借対照表

（ 負 債 の 部 ）
預 金 積 金
当 座 預 金

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

別 段 預 金

定 期 預 金

そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金
借 用 金
当 座 借 越

そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

払 戻 未 済 金

払 戻 未 済 持 分

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金
普 通 出 資 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

特 別 積 立 金

（特 別 積 立 金）

（機 械 化 積 立 金）

（金利変動等準備積立金）

（経営基盤強化積立金）

（配当準備積立金）

当期未処分剰余金

会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計
純 資 産 の 部 合 計

（単位：千円）

科　　　目 第64期末
（2016年3月31日）

755,661,508
39,618

235,462,599
13,079,635
117,065

506,949,869
12,719

9,185,448
9,000,000
9,000,000
1,809,726

3,202
503,540
643,802

35
1,808

4
－

657,332
250,871
2,745,279
90,827
13,337
7,300

778,764,299

4,973,055
4,973,055
59,163,512
4,974,845
54,188,667
52,008,612

（11,208,612）
（8,300,000）
（23,600,000）
（8,300,000）
（600,000）
2,180,055
64,136,567
477,821
477,821

64,614,388

745,499,572
98,605

227,762,477
13,380,667

92,294
504,149,728

15,799
9,096,353
7,000,000
7,000,000
1,717,695

7,865
494,692
555,743

130
1,560
1,096

1
656,605
242,561
2,655,598
73,262
13,926
8,767

766,307,737

4,974,845
4,974,845
57,765,408
4,573,388
53,192,020
51,208,612

（11,208,612）
（8,300,000）
（22,800,000）
（8,300,000）
（600,000）
1,983,408
62,740,253
259,559
259,559

62,999,813

第63期末
（2015年3月31日）

負債及び純資産の部合計 829,307,550

（ 資 産 の 部 ）
現 金
預 け 金
有 価 証 券
国 債

社 債

投 資 信 託

株 式

貸 出 金
手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸

労働金庫連合会出資金

前 払 費 用

未 収 収 益

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物

土 地

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
（うち個別貸倒引当金）

科　　　目 第64期末
（2016年3月31日）

5,308,184
406,418,401
36,939,985
35,905,326
538,860
489,758
6,041

380,156,046
2,056,972

369,934,849
8,164,225
7,968,102
38,162

5,600,000
34,595

2,092,209
－

203,135
5,673,791
1,667,199
3,612,364
394,227
72,532
49,318
23,214
922,436
7,300

△ 88,095
（△ 84,547）

資 産 の 部 合 計 829,307,550843,378,687

第63期末
（2015年3月31日）

7,454,337
386,860,902
38,729,619
38,723,577

－
－

6,041
381,560,624
2,023,330

371,448,456
8,088,837
8,127,828
50,649

5,600,000
35,670

2,135,866
2

305,639
5,689,744
1,750,419
3,601,207
338,116
43,733
20,082
23,650
976,463
8,767

△ 144,468
（△ 109,818）

843,378,687
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１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価基準及び評価方法  

　有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原
価は主として移動平均法により算定）により評価しております。
　満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動
平均法による原価法、その他有価証券については、原則として決算
日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法に
より算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められる
ものについては移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法
により処理しております。

３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法
　有形固定資産の減価償却は、当金庫の定める決算経理内規に基づ
き定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附
属設備を除く）については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりです。
　建　物 34年～50年
　その他 3年～20年

４．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法
　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。な
お、自社利用のソフトウェアについては庫内における利用可能期間
（5年）に基づいて償却しております。

５．リース資産の減価償却の方法
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」
及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数と
した定額法により償却しております。なお、残存価額については、
リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、
それ以外のものは零としております。
　なお、該当するリース資産は保有しておりません。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建の資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算
額を付しております。

７．貸倒引当金の計上基準
　貸倒引当金は、当金庫の資産査定規程及び決算経理規程に定める
償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当
金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別
委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当
する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間にお
ける各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお
ります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担
保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実
質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上して
おります。
　すべての債権は、当金庫の定める資産査定規程に則り、査定対象
資産の管理部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監
査部署が査定結果を監査しております。

８．賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対す
る賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してお
ります。

９．退職給付引当金の計上基準
　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計
上しております。
　また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年
度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によって
おります。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方
法は次のとおりです。
(1) 過去勤務費用
　  その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
     (7年）による定額法により損益処理を行っております。
(2) 数理計算上の差異
     各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年  
     数（7年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生年度 
     の翌事業年度から損益処理を行っております。

10．役員退職慰労引当金の計上基準
 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるた
め、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末ま
でに発生していると認められる額を計上しております。

11．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、
預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生
する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

12．消費税及び地方消費税
　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっております。

13．有形固定資産の減価償却累計額及び圧縮記帳額
　有形固定資産の減価償却累計額　7,357,904千円
　有形固定資産の圧縮記帳額　　　　259,795千円

14．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対す
　　る金銭債権総額　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　112,897千円
15．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対す
　　る金銭債務総額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ 千円
16．リース取引

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、業務用車両等については
所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

17．破綻先債権額及び延滞債権額
　貸出金のうち、破綻先債権額は245,160千円、延滞債権額は
1,630,490千円です。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継
続していること、その他の事由により、元本又は利息の取立て又は
弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金
(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と
いう｡)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項
第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が
生じている貸出金です。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債
権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

18．３カ月以上延滞債権額
　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は186,229千円です。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払
日の翌日を起算日として３カ月以上延滞している貸出金で「破綻先
債権」及び「延滞債権」に該当しないものです。

19．貸出条件緩和債権額
　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建・支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄、その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、
「破綻先債権」､「延滞債権」及び「３カ月以上延滞債権」に該当
しないものです。

20．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及
　　び貸出条件緩和債権額の合計額

　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件
緩和債権額の合計額は、2,061,880千円です。
　なお、17.から20.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額
です。

21．担保に供している資産
　内国為替取引と当座貸越契約に係る担保として、労働金庫連合
会へ定期預け金40,592,300千円を差し入れております。
　担保資産に対応する債務
　　借用金　　　　9,000,000千円

22．出資1口当たりの純資産額 12,992円89銭
23．目的積立金

　目的積立金は特別積立金に含めて記載しております。

（第64期末貸借対照表の注記事項）財務諸表
貸借対照表

（ 負 債 の 部 ）
預 金 積 金
当 座 預 金

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

別 段 預 金

定 期 預 金

そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金
借 用 金
当 座 借 越

そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

払 戻 未 済 金

払 戻 未 済 持 分

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金
普 通 出 資 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

特 別 積 立 金

（特 別 積 立 金）

（機 械 化 積 立 金）

（金利変動等準備積立金）

（経営基盤強化積立金）

（配当準備積立金）

当期未処分剰余金

会 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計
純 資 産 の 部 合 計

（単位：千円）

科　　　目 第64期末
（2016年3月31日）

755,661,508
39,618

235,462,599
13,079,635
117,065

506,949,869
12,719

9,185,448
9,000,000
9,000,000
1,809,726

3,202
503,540
643,802

35
1,808

4
－

657,332
250,871
2,745,279
90,827
13,337
7,300

778,764,299

4,973,055
4,973,055
59,163,512
4,974,845
54,188,667
52,008,612

（11,208,612）
（8,300,000）
（23,600,000）
（8,300,000）
（600,000）
2,180,055
64,136,567
477,821
477,821

64,614,388

745,499,572
98,605

227,762,477
13,380,667

92,294
504,149,728

15,799
9,096,353
7,000,000
7,000,000
1,717,695

7,865
494,692
555,743

130
1,560
1,096

1
656,605
242,561
2,655,598
73,262
13,926
8,767

766,307,737

4,974,845
4,974,845
57,765,408
4,573,388
53,192,020
51,208,612

（11,208,612）
（8,300,000）
（22,800,000）
（8,300,000）
（600,000）
1,983,408
62,740,253
259,559
259,559

62,999,813

第63期末
（2015年3月31日）

負債及び純資産の部合計 829,307,550

（ 資 産 の 部 ）
現 金
預 け 金
有 価 証 券
国 債

社 債

投 資 信 託

株 式

貸 出 金
手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸

労働金庫連合会出資金

前 払 費 用

未 収 収 益

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物

土 地

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
（うち個別貸倒引当金）

科　　　目 第64期末
（2016年3月31日）

5,308,184
406,418,401
36,939,985
35,905,326
538,860
489,758
6,041

380,156,046
2,056,972

369,934,849
8,164,225
7,968,102
38,162

5,600,000
34,595

2,092,209
－

203,135
5,673,791
1,667,199
3,612,364
394,227
72,532
49,318
23,214
922,436
7,300

△ 88,095
（△ 84,547）

資 産 の 部 合 計 829,307,550843,378,687

第63期末
（2015年3月31日）

7,454,337
386,860,902
38,729,619
38,723,577

－
－

6,041
381,560,624
2,023,330

371,448,456
8,088,837
8,127,828
50,649

5,600,000
35,670

2,135,866
2

305,639
5,689,744
1,750,419
3,601,207
338,116
43,733
20,082
23,650
976,463
8,767

△ 144,468
（△ 109,818）

843,378,687
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差　　額時　　価貸借対照表計上額種　　類

合　　　　計

国債　　
小　計
国債　　
小　計

1,402,696
1,402,696

̶
̶

1,402,696

30,109,923
30,109,923

̶
̶

30,109,923

28,707,226
28,707,226

̶
̶

28,707,226

（単位：千円）

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの
時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

差　　額取得原価貸借対照表計上額種　　類

合　　　　計

債券　　
国債　

小　計
債券　　

638,318
627,399

657,230
̶
̶
̶

654,550

7,098,641
6,570,700

7,282,411
̶
̶
̶

7,572,167

7,736,960
7,198,100

社債　 10,919527,940538,860
その他　 18,912183,770202,682

7,939,642

国債　

小　計 △2,680289,756

社債　
その他　 △2,680289,756287,076

287,076

̶
̶
̶

8,226,718

（単位：千円）

貸借対照表計上額
が取得原価を超える
もの

貸借対照表計上額
が取得原価を超えな
いもの

売却額

合　計
国債 10,708,071

10,708,071

売却益の合計額
381,935
381,935

売却損の合計額
̶
̶

（単位：千円）

区　　　分

合　　　計

貸借対照表計上額
非上場株式
労金連合会出資金

6,041
5,600,000
5,606,041

（単位：千円）

合　　　計

10年超5年超
10年以内

1年超
5年以内

1年
以内

預け金
有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券のうち
　満期があるもの
貸出金（*）

̶

̶

22,000,000

8,005,625
297,442

83,556,654
113,859,721

208,936,200

16,961,177
88,886

90,747,143
316,733,407

175,482,201

3,740,423
̶

30,076,590
209,299,215

（単位：千円）

合　　　計

10年超5年超
10年以内

1年超
5年以内

1年
以内

預金積金（*）
譲渡性預金
借用金

̶
̶
̶
̶

3,471,443
̶
̶

3,471,443

202,935,093
900,000

̶
203,835,093

549,254,971
8,285,448
9,000,000

566,540,420

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
5,308,184

406,418,401

28,707,226
8,226,718

380,156,046
△88,094

380,067,952
2,076,993

830,805,476
755,661,508
9,185,448
9,000,000
346,723

774,193,680

5,308,184
409,424,116

30,109,923
8,226,718

384,744,433
2,076,993

839,890,369
755,979,250
9,191,668
9,000,000
346,723

774,517,642

̶
3,005,714

1,402,696
―

4,676,481
―

9,084,892
317,742
6,219
―
―

323,961

（単位：千円）

現金
預け金
有価証券
満期保有目的の債券
その他有価証券
貸出金
貸倒引当金（*）

金融資産に係る未収利息
金融資産計
預金積金
譲渡性預金
借用金
金融負債に係る未払利息

金融負債計

（1）
（2）
（3）

（4）

（5）

（1）
（2）
（3）
（4）

24．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業
務を行っております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産
及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行っております。
(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に
対する貸出金です。
　また、有価証券は主に債券であり、満期保有目的及びその他目
的で保有しております。
 これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、
市場価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リ
スクに晒されております。
　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒され
ております。
(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　当金庫は、融資業務諸規程及び信用リスクに関する管理諸規程
に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、
信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管
理に関する体制を整備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか業務統括部により行われ、
定期的に理事会へ報告を行っております。また、与信管理の状況
については、内部監査部が監査をしております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、財務部において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理
　当金庫は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しており
ます。
　ＡＬＭに関する規程等において、リスク管理方法や手続等の詳
細を明記しております。また、理事会において決定されたＡＬＭ
に関する方針に基づき、実施状況の把握・確認、今後の対応等の
協議をＡＬＭ委員会において行い、理事会に報告しております。
日常的には経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間を
総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタ
リングを行い、定期的に理事会に報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
 当金庫は、為替の変動リスクに関してＡＬＭに関する規程等
に基づき管理しております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
 有価証券を含む市場運用商品の保有については、理事会にお
いて決定された余裕金運用方針に基づき、理事会の監督の下、
資金運用規程に従い行われております。
 このうち、財務部では、市場運用商品の購入を行っており、
事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを
通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
 これらの情報は経営企画部を通じ、理事会及びＡＬＭ委員会
において定期的に報告されております。

（ⅳ）デリバティブ取引
 金融派生商品については、決算日以前に先物為替予約を締結
した外貨預金・外貨預け金を、決算日での各期日に対応する先
物相場で円換算し、為替予約時の予約相場で換算した円貨との
差額を評価損益として計上しております。
　当金庫は、上記のほかデリバティブ取引を行っておりません。

（ⅴ）市場リスクに係る定量的情報
 当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響
を受ける主たる金融商品は、｢預け金｣、｢有価証券｣のうち債券、
｢貸出金｣、｢預金積金｣、「譲渡性預金」であります。
 当金庫では、金融資産・金融負債全体の市場リスク量をＶａ
Ｒにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範
囲内となるよう管理しております。
 当金庫のＶａＲは分散共分散法（保有期間240日、信頼区間
99%、観測期間1200営業日）により算出しており、平成28
年3月31日現在で当金庫の市場リスク量（損失額の推計値）は、
全体で5,195,129千円です。

 なお、当金庫では、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比
較するバックテスティングを定例的に実施し、計測手法の有効性
を検証しております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベース
に統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測して
おり、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下にお
けるリスクは捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当金庫は、ＡＬＭを通して適時に資金管理を行うほか、資金調達
手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整など
によって、流動性リスクを管理しております。
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が
ない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価
額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

25．金融商品の時価等に関する事項
　平成28年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額は、次のとおりです（時価等の算定方法については(注1)を参
照）。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場
株式等は、次表には含めておりません（（注2）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

(*)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して
おります。

(注1)金融商品の時価等の算定方法
金融資産
(1) 預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け
金については、期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った
場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しており
ます。
(2) 有価証券
　債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によ
っております。投資信託は、公表されている基準価格によってお
ります。
(3) 貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限
り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類、期間
に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った
場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等につ
いては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高
を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表上の債権
等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、
当該価額を時価としております。
　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性
により、返済期限を設けていないものについては、返済見込み期
間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想
定されるため、帳簿価額を時価としております。
金融負債
(1) 預金積金、及び (2) 譲渡性預金
　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳
簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金及び譲渡性

預金の時価は、一定期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フ
ローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、
新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。
(3) 借用金
　借用金については、約定期間が短期間（1年以内）であり、時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし
ております。

(注2)市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
る金融商品の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品 
の時価情報には含まれておりません。

(注3)金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

(*)貸出金には、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債
　権等、償還予定額が見込めないものを含んでおり、期間の定
　めがないものは含めておりません。

(注4)借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

(*) 預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

26．有価証券の時価、評価差額等に関する事項
　有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりです。
　これらには、貸借対照表の「国債」「社債」等が含まれておりま
す。
(1) 売買目的有価証券
売買目的有価証券は保有しておりません。

(2) 満期保有目的の債券

(3) 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は保有しておりません。

(4) その他有価証券

27．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券
　該当取引はありません。

28．当事業年度中に売却したその他有価証券

29．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当金庫では、賃貸等不動産は保有しておりません。

30．当座貸越契約等
　当座貸越契約及び貸出金に係るコミットメントライン契約は、顧
客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること
を約する契約であり、これらの契約に係る融資未実行残高は、
79,547,024千円です。このうち原契約期間が1年以内のもの（又は
任意の時期に無条件で取消可能なもの）は32,957,507千円です。
　これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ･
フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、
当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を
することができる旨の条項がつけられています。
　また、契約時において必要に応じて不動産等の担保を徴求するほ
か、契約後も予め定めている庫内手続きに基づき顧客の現況等を把
握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じてお
ります。
　なお、総合口座についての未実行残高は上記の金額のうち
46,589,517千円ですが、定期預金を担保としており債権保全上の措
置をとっております。

31. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
　　内訳

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、そ
れぞれ次のとおりです。
　繰延税金資産
　　退職給付引当金 741,225千円
　　減価償却限度超過額 223,342　　
　　賞与引当金 67,735　　
　　事業税・地方法人特別税引当額 39,469　　
　　その他 　 65,764　　
　繰延税金資産小計   1,137,536　　
　評価性引当額 △38,371　　
　繰延税金資産合計 1,099,165　　
　繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金 △176,728　　
　繰延税金負債合計  △176,728　　
　繰延税金資産の純額 922,436千円

以上

7,736,960

167,611,432
175,348,392
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差　　額時　　価貸借対照表計上額種　　類

合　　　　計

国債　　
小　計
国債　　
小　計

1,402,696
1,402,696

̶
̶

1,402,696

30,109,923
30,109,923

̶
̶

30,109,923

28,707,226
28,707,226

̶
̶

28,707,226

（単位：千円）

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの
時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

差　　額取得原価貸借対照表計上額種　　類

合　　　　計

債券　　
国債　

小　計
債券　　

638,318
627,399

657,230
̶
̶
̶

654,550

7,098,641
6,570,700

7,282,411
̶
̶
̶

7,572,167

7,736,960
7,198,100

社債　 10,919527,940538,860
その他　 18,912183,770202,682

7,939,642

国債　

小　計 △2,680289,756

社債　
その他　 △2,680289,756287,076

287,076

̶
̶
̶

8,226,718

（単位：千円）

貸借対照表計上額
が取得原価を超える
もの

貸借対照表計上額
が取得原価を超えな
いもの

売却額

合　計
国債 10,708,071

10,708,071

売却益の合計額
381,935
381,935

売却損の合計額
̶
̶

（単位：千円）

区　　　分

合　　　計

貸借対照表計上額
非上場株式
労金連合会出資金

6,041
5,600,000
5,606,041

（単位：千円）

合　　　計

10年超5年超
10年以内

1年超
5年以内

1年
以内

預け金
有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券のうち
　満期があるもの
貸出金（*）

̶

̶

22,000,000

8,005,625
297,442

83,556,654
113,859,721

208,936,200

16,961,177
88,886

90,747,143
316,733,407

175,482,201

3,740,423
̶

30,076,590
209,299,215

（単位：千円）

合　　　計

10年超5年超
10年以内

1年超
5年以内

1年
以内

預金積金（*）
譲渡性預金
借用金

̶
̶
̶
̶

3,471,443
̶
̶

3,471,443

202,935,093
900,000

̶
203,835,093

549,254,971
8,285,448
9,000,000

566,540,420

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
5,308,184

406,418,401

28,707,226
8,226,718

380,156,046
△88,094

380,067,952
2,076,993

830,805,476
755,661,508
9,185,448
9,000,000
346,723

774,193,680

5,308,184
409,424,116

30,109,923
8,226,718

384,744,433
2,076,993

839,890,369
755,979,250
9,191,668
9,000,000
346,723

774,517,642

̶
3,005,714

1,402,696
―

4,676,481
―

9,084,892
317,742
6,219
―
―

323,961

（単位：千円）

現金
預け金
有価証券
満期保有目的の債券
その他有価証券
貸出金
貸倒引当金（*）

金融資産に係る未収利息
金融資産計
預金積金
譲渡性預金
借用金
金融負債に係る未払利息

金融負債計

（1）
（2）
（3）

（4）

（5）

（1）
（2）
（3）
（4）

24．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業
務を行っております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産
及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行っております。
(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に
対する貸出金です。
　また、有価証券は主に債券であり、満期保有目的及びその他目
的で保有しております。
 これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、
市場価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リ
スクに晒されております。
　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒され
ております。
(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　当金庫は、融資業務諸規程及び信用リスクに関する管理諸規程
に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、
信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管
理に関する体制を整備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか業務統括部により行われ、
定期的に理事会へ報告を行っております。また、与信管理の状況
については、内部監査部が監査をしております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、財務部において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理
　当金庫は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しており
ます。
　ＡＬＭに関する規程等において、リスク管理方法や手続等の詳
細を明記しております。また、理事会において決定されたＡＬＭ
に関する方針に基づき、実施状況の把握・確認、今後の対応等の
協議をＡＬＭ委員会において行い、理事会に報告しております。
日常的には経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間を
総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタ
リングを行い、定期的に理事会に報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
 当金庫は、為替の変動リスクに関してＡＬＭに関する規程等
に基づき管理しております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
 有価証券を含む市場運用商品の保有については、理事会にお
いて決定された余裕金運用方針に基づき、理事会の監督の下、
資金運用規程に従い行われております。
 このうち、財務部では、市場運用商品の購入を行っており、
事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを
通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
 これらの情報は経営企画部を通じ、理事会及びＡＬＭ委員会
において定期的に報告されております。

（ⅳ）デリバティブ取引
 金融派生商品については、決算日以前に先物為替予約を締結
した外貨預金・外貨預け金を、決算日での各期日に対応する先
物相場で円換算し、為替予約時の予約相場で換算した円貨との
差額を評価損益として計上しております。
　当金庫は、上記のほかデリバティブ取引を行っておりません。

（ⅴ）市場リスクに係る定量的情報
 当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響
を受ける主たる金融商品は、｢預け金｣、｢有価証券｣のうち債券、
｢貸出金｣、｢預金積金｣、「譲渡性預金」であります。
 当金庫では、金融資産・金融負債全体の市場リスク量をＶａ
Ｒにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範
囲内となるよう管理しております。
 当金庫のＶａＲは分散共分散法（保有期間240日、信頼区間
99%、観測期間1200営業日）により算出しており、平成28
年3月31日現在で当金庫の市場リスク量（損失額の推計値）は、
全体で5,195,129千円です。

 なお、当金庫では、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比
較するバックテスティングを定例的に実施し、計測手法の有効性
を検証しております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベース
に統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測して
おり、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下にお
けるリスクは捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当金庫は、ＡＬＭを通して適時に資金管理を行うほか、資金調達
手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整など
によって、流動性リスクを管理しております。
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が
ない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価
額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

25．金融商品の時価等に関する事項
　平成28年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額は、次のとおりです（時価等の算定方法については(注1)を参
照）。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場
株式等は、次表には含めておりません（（注2）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

(*)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して
おります。

(注1)金融商品の時価等の算定方法
金融資産
(1) 預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け
金については、期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った
場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しており
ます。
(2) 有価証券
　債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によ
っております。投資信託は、公表されている基準価格によってお
ります。
(3) 貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限
り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類、期間
に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った
場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等につ
いては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高
を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表上の債権
等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、
当該価額を時価としております。
　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性
により、返済期限を設けていないものについては、返済見込み期
間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想
定されるため、帳簿価額を時価としております。
金融負債
(1) 預金積金、及び (2) 譲渡性預金
　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳
簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金及び譲渡性

預金の時価は、一定期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フ
ローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、
新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。
(3) 借用金
　借用金については、約定期間が短期間（1年以内）であり、時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし
ております。

(注2)市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
る金融商品の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品 
の時価情報には含まれておりません。

(注3)金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

(*)貸出金には、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債
　権等、償還予定額が見込めないものを含んでおり、期間の定
　めがないものは含めておりません。

(注4)借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

(*) 預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

26．有価証券の時価、評価差額等に関する事項
　有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりです。
　これらには、貸借対照表の「国債」「社債」等が含まれておりま
す。
(1) 売買目的有価証券
売買目的有価証券は保有しておりません。

(2) 満期保有目的の債券

(3) 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は保有しておりません。

(4) その他有価証券

27．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券
　該当取引はありません。

28．当事業年度中に売却したその他有価証券

29．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当金庫では、賃貸等不動産は保有しておりません。

30．当座貸越契約等
　当座貸越契約及び貸出金に係るコミットメントライン契約は、顧
客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること
を約する契約であり、これらの契約に係る融資未実行残高は、
79,547,024千円です。このうち原契約期間が1年以内のもの（又は
任意の時期に無条件で取消可能なもの）は32,957,507千円です。
　これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ･
フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、
当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を
することができる旨の条項がつけられています。
　また、契約時において必要に応じて不動産等の担保を徴求するほ
か、契約後も予め定めている庫内手続きに基づき顧客の現況等を把
握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じてお
ります。
　なお、総合口座についての未実行残高は上記の金額のうち
46,589,517千円ですが、定期預金を担保としており債権保全上の措
置をとっております。

31. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
　　内訳

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、そ
れぞれ次のとおりです。
　繰延税金資産
　　退職給付引当金 741,225千円
　　減価償却限度超過額 223,342　　
　　賞与引当金 67,735　　
　　事業税・地方法人特別税引当額 39,469　　
　　その他 　 65,764　　
　繰延税金資産小計   1,137,536　　
　評価性引当額 △38,371　　
　繰延税金資産合計 1,099,165　　
　繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金 △176,728　　
　繰延税金負債合計  △176,728　　
　繰延税金資産の純額 922,436千円

以上

7,736,960

167,611,432
175,348,392
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損益計算書

（第64期損益計算書の注記事項）
1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
2．出資１口当たりの当期純利益金額  349円29銭

剰余金処分計算書

　2015年度における貸借対照表、損益計算書および

剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）の適正性、

および財務諸表作成に係る内部監査の有効性を確認

しております。

2016年6月28日
　新潟県労働金庫

理事長

自己資本比率（国内基準）

19.38％

（注）当金庫は、「労働金庫法第94条第１項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、労働金庫及び労働金庫連合会がその保有する資産等に
照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁･厚生労働省告示第7号）」（以下、「自己資本比率告示」と
いいます。）により、自己資本比率を算定しています。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。

①信用リスク・アセットの額の合計額の計算方法
「標準的手法」および「内部格付手法」のうち、当金庫は、「標準的
手法」（注）を採用しています。
（注）標準的手法……細分化されたリスク・ウェイトを資産に乗じて

信用リスク・アセットを算出します。
主な資産のリスク・ウェイトは、抵当権付住宅ローンが35％、住
宅ローン以外の個人向けローン（1億円以下）が75％です。また、
事業法人向けローン、社債等のリスク・ウェイトは適格格付機
関の格付等に応じて設定されたリスク・ウェイトが適用されます。

②オペレーショナル・リスク相当額の計算方法
「基礎的手法」、「粗利益配分手法」および「先進的計測手法」のう
ち、当金庫は、「基礎的手法」（注）を採用しています。
（注）基礎的手法……粗利益の15％（直近3年の平均値）をオペレー

ショナル・リスク相当額とします。

　国内業務のみを行う労働金庫においては、自己資本比率が4％に満たない場合、その満たない程度に応じて各種の行政措置が発動されます。
これが「早期是正措置」とよばれるもので、最も厳しい措置は業務の停止命令です。
　当金庫の自己資本比率は19.38％ですから、行政措置を受けることはありません。引き続き保有する資産が毀損するリスクを可能な限り抑え、
一方で毀損に対する最終的な補てん原資である自己資本の充実につとめてまいります。

「自己資本比率」とは

自己資本の額（コア資本に係る基礎項目の額（注1）ーコア資本に係る調整項目の額（注2））
信用リスク・アセットの額の合計額（注3）＋オペレーショナル・リスク相当額×12.5（注4）

自己資本比率＝ ×100

（注）1．出資金、利益剰余金等の会員勘定、一般貸倒引当金の一定額等の合計額です。
2．無形固定資産、繰延税金資産、自己保有の普通出資、労金連合会への普通出資等の合計額です。
3．資産の各項目にリスク・ウェイトを乗じて得た額の合計額（含むオフ・バランス取引等）、CVAリスク相当額を8％で除して得た額、
中央清算機関関連エクスポージャーの額の合計額です。

4．8％（国際統一基準の所要自己資本比率）の逆数である12.5を乗じています。

　自己資本比率は、金融機関の自己資本の状況が適当であるかどうかを判断するための基準として、法令により定
められた指標です。海外に営業拠点をもつ金融機関には国際統一基準と呼ばれる基準が、それ以外の金融機関には
国内基準と呼ばれる基準が適用されます。
　2013年度末から適用する算式は以下のとおりです。

　以上の貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書に
ついては、2016年5月24日に監事の監査を受けております。
また、同年6月27日開催の総会において上記の貸借対照表
および損益計算書について報告するとともに、剰余金処分計
算書について承認を得ております。
　なお、当金庫は、譲渡性預金を含む一般員外預金残高の
対総預金残高比率が、労働金庫法施行令第1条の4および
同施行令第1条の7に定められた「100分の10」以上のため、
貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書について、
2016年5月20日に労働金庫法第41条の2第3項に基づく
「会計監査人の監査」を受けております。

2015年度末

19.55％

2014年度末

（単位：千円）

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益
外 国 為 替 売 買 益
国 債 等 債 券 売 却 益
そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
譲 渡 性 預 金 利 息
借 用 金 利 息

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用
国 債 等 債 券 売 却 損
そ の 他 の 業 務 費 用

経 費
人 件 費
物 件 費
税 金

そ の 他 経 常 費 用
貸 出 金 償 却
退 職 手 当 金
そ の 他 の 経 常 費 用 

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰越金（当期首残高）
当 期 未 処 分 剰 余 金

科　　　目
第64期

11,298,262
10,370,239
7,113,213
1,912,760
426,723
917,541
278,228
111,376
166,852
574,796

5
381,935
192,855
74,998
56,373
18,624

8,914,942
367,253
349,353
17,801

98
1,298,218
427,580
870,637
1,141
－

1,141
7,245,636
3,910,409
3,269,247
65,979
2,692
206
1,183
1,303

2,383,319
－

6,167
6,167

2,377,152
666,506

△ 26,700
639,806
1,737,346
442,709
2,180,055

001×＝率担負当配）注（ 普通出資に対する配当金＋事業の利用分量に対する配当金
当期未処分剰余金

当 期 未 処 分 剰 余 金
繰 越 金（当期首残高）

当 期 純 利 益

剰 余 金 処 分 額
普通出資に対する配当金

　 （ 配 当 率 ） 　

事業の利用分量に対する配当金

支払預金利息に対する配当金

受入貸出金利息に対する配当金

配 当 負 担 率（注）

利 益 準 備 金

機 械 化 積 立 金

金利変動等準備積立金

経営基盤強化積立金

繰 越 金（当期末残高）

科　　　目
第64期
総会承認日

2016年6月27日

第63期 第63期
総会承認日

2015年6月25日

（単位：千円）

1,983,408
415,829
1,567,578
1,540,699
149,245
（年3%）
189,997
89,298
100,699
17.10%

401,457
－

800,000
－

442,709

10,986,808
10,367,519
7,130,388
1,909,365
513,316
814,449
267,620
108,581
159,039
320,059

1
145,044
175,013
31,608
16,649
14,959

8,849,786
371,498
354,004
17,299
195

1,263,955
403,168
860,787
65,627
59,025
6,602

7,135,653
3,930,987
3,139,985
64,681
13,051

－
929

12,122
2,137,022

－
7,497
7,497

2,129,524
588,712

△ 26,766
561,945
1,567,578
415,829
1,983,408

2,180,055
442,709
1,737,346
1,759,189
149,191
（年3%）
209,997
109,198
100,799
16.47%
－

100,000
－

1,300,000
420,865

2015年4月 1 日から
2016年3月31日まで

2014年4月 1 日から
2015年3月31日まで

自己資本の充実の状況（単体）




